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1．はじめに（先行研究）
良永康平（2012）の2005年EU諸国間国際産業連
関表の作成・分析結果1によれば、ドイツ、フラ
ンス、イギリス、イタリアなどの国内市場が大き
い国の輸入が他国経済に及ぼす影響が大きく、逆
に、アイルランド、スロバキア、チェコ、エスト
ニアなどの国内市場への依存度が小さい国の輸出
誘発への依存度が高いという通常の貿易連関が報
告されている。また、ドイツのⅢ種感応度が非常
に大きかったことから、他国への輸出を介した影
響を受けやすい経済であることが指摘されてい
る。
地理的関係として、スロバキアのチェコへの依
存、ポルトガルのスペインへの依存、スロベニア
のイタリアへの依存、エストニアのフィンランド
論文（Article）
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As EU 27 member-countries’ IO tables for 10 years span were published on May 2011 by Eu-
rostat, Skyline-Chart of some EU member-countries were compiled and analyzed. 
Skyline-Chart Analysis was proposed by Dr Leontief in 1963 and appreciated by its pictur-
esque expression ability which permitted us recognize the characteristics of Trade-Industry 
Structure of the targeted economic system. 
In this article, we try to compare and analyze three hypotheses: 
(1) Analysis and comparison of trade and industrial structure between Mediterranean Econo-
my, such as Greece, and Rheine-Alps Economy, such as Germany, 
(2) Comparison of trade structure between Euro country and Non-Euro country, 
(3) Analysis and comparison of the part of the EU service economy between 1995 and 2005. 
As a result of our observation, fi rstly, the Mediterranean economy could be classifi ed into an 
international vertical labour division model, which would depend mainly on marine transporta-
tion service, and the Rheine-Alps economy could be classifi ed into an international horizontal 
labour division model, which would be called trans-process or supply-chain labour division 
model.
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への依存関係が指摘されている。
さらに、ギリシャについては、下に掲げる
「EU22国の影響力・感応度係数」に示すとおり、
影響度と感応度がともに最も小さいことから、同
国の経済がEU22ヶ国中で最も国内需要への依存
が大きいことが指摘されている。
また、ドイツと英国は一定の近隣貿易圏を構築
していることが指摘されている。
このように、EURO圏国であるか、非EURO圏
国であるかといった差違よりも地理的・歴史的な
経済取引関係が地域経済圏を形成していることが
指摘されている。
（出典：良永康平、産業連関、第20巻第2号（2012.6））
中野幸紀（2009）及びNAKANO Yukinori（2011）
のフランス及び日本の1969年以降の長期産業構造
の時系列分析結果によれば、1990年代以降の単
一市場統合の進展により、ほぼすべての商品（産
業部門）において輸出及び輸入による国内生産誘
発額が国内需要に占める割合が高くなると同時
に、自給率が100％に収れんする傾向が見出され
ている。また、知識産業部門においてはハイテク
商品を生産・輸出する知識応用型産業部門のフラ
ンス及びEUにおける成長は1980年代には鈍化し、
サービス経済化の進展と同時に、創造的知識創出
型産業部門（探鉱、化学、教育、調査・研究サー
ビスなど）の成長が加速していたことが指摘され
ている。
さらに、中野幸紀（2011年）の分析によれば、こ
のような創造的知識産業部門を含むより高度な
サービス経済化の進展が省エネルギ （ー合理的エ
ネルギー利用）的であることと、EU27カ国の経済
成長を長期間にわたって支えてきたことが示唆さ
れている。
2．基本構想と分析の進め方
良永（2012）の作成した国際産業連関表を用いた
分析は、各国の商品（産業部門）レベルでの直接・
間接の貿易依存度を明らかにすることができ、非
常に有益である。
しかし、貿易自由化が進展する国際経済環境下
における各国の産業構造と自給率の変化の関係を
検討するには必ずしも適当でない。
このため、本報告では1963年にLeontiefが構築
した「スカイライン・チャート分析」手法を用い
て、EU各国の貿易（自給率）と産業構造の特徴を
明らかにすることとしたい。
（1） ラインアルプス経済圏2と地中海経済圏のス
カイライン・チャート比較
過去の国際貿易理論の説くところによれば、自
由貿易が進展することによって1国経済の他国経
済への依存度が高まるだけでなく、国際競争力を
有する特定商品・産業部門への産業構造の集中化
と国際分業が進むとされている。
しかし、現実には、東アジア経済圏において観察
されるとおり、貿易と投資の自由化が進展すること
によって国境を越えたサプライ・チェーンが形成さ
れるなど、各国の産業構造の水平方向での工程間・
部門間の連携が深まり、一国内の産業構造の分散化
と国際レベルでの統合化も指摘されている。
そこで、ラインアルプス経済圏を代表するドイ
2 ライン・アルプス型資本主義という言葉を最初に使ったのは「資本主義対資本主義」を書いたミッシェル・アルベールである。
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ツと地中海経済圏を代表するスペインの産業構造
の集中化の度合い3を比較検証することとしたい。
（2）通貨統合が産業構造に与えた影響
通貨交換コストがなくなることで金融、不動産
取引、観光（宿泊・飲食業）、運輸付帯サービス、
通信サービスなどの対事業所・対個人サービス産
業部門が直接的な影響を受けるとの仮説に基づ
き、ユーロ圏でサービス経済化がもっとも進んで
いるフランスと非ユーロ圏でサービス経済のもっ
とも進展した英国の金融、不動産、観光、運輸付
帯サービスなどの産業部門の時系列比較及び分析
を行う。
（3）サービス経済化の進展
経済発展によってサービス産業部門の国内生産
額が増大することが経験的に知られている。そこ
でEU経済圏でもっともサービス経済化が遅れて
いると考えられるギリシャ、ポルトガル、イタリ
アのサービス経済化の進展度合いをEU17ヶ国の
2005年スカイライン・チャートと比較することで
検証する。
3．スカイライン・チャートの概要
ある商品（産業部門）の「自給率」を、最終需要に
よって誘発される間接生産額を含めて縦軸に示
し、各産業部門の生産額を横軸に示すことで、一
国経済全体に占める当該産業部門の位置付けを全
体的に俯瞰できるようグラフ化して表示する。こ
れが1963年にLeontiefが自給率を視覚化するため
に開発したスカイライン・チャートである。
ある商品の国内最終需要を満たすために必要と
なる直接間接の国内生産額（最終需要誘発生産額）
のレベルをそれぞれの商品（産業部門）毎に100（又
は、1.0）とする。
次に、この商品を輸出するために必要となる直
接間接の国内生産額（輸出誘発生産額）を最終需要
誘発生産額の上方に積み重ねて表記する。このレ
ベルが、1国の生産供給可能な生産額を示すこと
となる。
この生産供給可能な生産額ラインから「輸入を
代替して国内で生産した場合に必要となる仮想的
な直接間接の国内生産額（輸入誘発生産額）」に対
応する水準だけ下方に引き下げる。このライン
が、その国のある商品（産業部門）に関する「自給
率」となる。
この商品（産業部門）の自給率は、国内生産可能
額から輸入によって失われる仮想的な国内生産額
を差し引いて得られる国内生産額と国内最終需要
を満たすために必要となる直接間接の国内生産額
との比率だということになる。
4．EU経済の概観
（1）EUの経済活動規模
EU27カ国全体の産業連関表とEURO圏17カ国
の産業連関表を使ってEU経済全体の概観を行う。
なお、EU10カ国の産業連関表はXij27－Xij17＝
Xij10，FD27－FD17＝FD10などと差分をとるこ
とによって、ここで独自に作成した。
EU27カ国の2005年の産出付加価値総額は11.2
兆ユーロ、17カ国は8.3兆ユーロ、総生産額（中間
財生産＋付加価値生産）は前者が24.1兆ユーロ、
後者が17.9兆ユーロとなっている。同じくEU27
カ国と17カ国のEU域外への総輸出額はそれぞれ
1.9兆ユーロと2兆ユーロとなっている（EU_SIOT 
Exports extra EU fob数値）。EU27カ国とEU17カ
国のEU域外からの総輸入額はそれぞれ1.8兆ユー
ロ、1.9兆ユーロとなっており、2005年のEU27及
び17の貿易収支はともにわずかな黒字となってい
る。ただし、いずれも名目価格表記である。
3 ここで言う「産業構造の集中化の度合い」とは輸出商品（産業部門）の偏り度の高い状況を言う。
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図1　Euro圏17カ国のスカイライン・チャート（2005年）
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
図2　非Euro圏10カ国のスカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
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（2）産業構造（域内生産額の構成比）
図1と図2に示すEuro圏17カ国（以下、EU17と
記す）及び非Euro圏10カ国（以下、EU10と記す）
のスカイライン・チャートの横軸方向に表記され
ている域内生産額構成比を比較分析すると次の点
が指摘できる。
EU17とEU10の間に第1次産業、第2次産業及
び第3次産業といった大くくりの産業構造に大き
な差異はないが、EU17の第1次産業と第3次産業
の構成比がそれぞれ2％、67％と、EU10の4％、
70％に比べてわずかに小さい。
第1次産業では、鉱物資源部門がEU10で大き
い。第2次産業では、EU17の化学、機械及び自
動車が大きい。第3次産業ではEU10の土木・建
設が相対的に他のサービス部門よりも大きいが、
EU17の土木・建設の構成比の方がより大きい。
EU17のその他事業所向けサービス（ビジネスサー
ビス）と不動産サービスの構成比が大きい。行政
サービス、教育、社会保険サービスなどの構成比
には両者に大きな差がないが、EU10の方がやや
大きい。
（3）自給率
EU17の自給率を見ると、全体的に100％を超
える産業部門がEU10よりも多い。より詳しく見
ると、EU17の農業部門は自給率が95％程度と
100％を割っているが、対象的に、EU10は105％
と100％を超えている。
第2次産業では、EU17の主要産業部門（域内生
産額構成比が大きい部門）ではすべて自給率が
100％を超えている。EU10もおおむねEU17と同
様の傾向にあるが、自給率が110％を超える産業
部門が見られず、コンピュータ・電子機器部門
は国内生産額がある程度の規模を有しているに
も関わらず、自給率が80％台にとどまっており、
EU17のオフィス機器の域内生産がほとんどみら
れない状況と対照的である。また、EU17の機械
及び自動車部門の自給率は120％に達しており、
非常に強い国際競争力を有しているとみられる。
EU10の第2次産業自給率が最も高かった産業部門
は基礎化学品とゴムだった。
第3次産業では、EU10の卸売、小売、金融サー
ビス、ホテル・レストランなど数多くの産業部門
で自給率が100％に満たない。EU17ではほとんど
すべてのサービス部門の自給率が100％を超えて
おり、両者に大きな差異が観察された。
5．経済統合の進展による産業構造の変化
（1） ラインアルプス対地中海経済システムの比較
1993年の単一市場統合の完成、1999年の17カ国
による統一通貨（ユーロ）の導入と着実に経済統合
を進めてきたEUの産業構造がどのような方向に
変化してきたのかを地中海地域とラインアルプス
地域というそれぞれの生産要素賦存量に地理的・
歴史的な差がある地域を選んで1995年と2005年と
いう2時点間で比較する。
その著書でラインアルプス型資本主義という言
葉を最初に使ったミッシェル・アルベールはドイ
ツ、フランスなどの欧州大陸経済システムを念頭
においていた。そこで、ここではドイツのスカイ
ライン・チャートをラインアルプス経済の典型例
とみなした。
（イ） ラインアルプス経済圏のスカイライン・
チャート
（a）経済規模
ドイツの2005年総需要は5.0兆ユーロ、総輸出
（域内国向けと域外国向けの輸出合計）が9000億
ユーロ、総輸入が7500億ユーロ、1995年総需要は
3.1兆ユーロ、総輸出が4200億ユーロ、総輸入が
3700億ユーロとなっている。いずれも名目価格表
記である。
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（b）産業構造（国内生産額構成比）
図3に示すとおり、ドイツの1995年の第1次産業
生産額構成比は2％、第2次産業が33％、第3次産
業が65％となっている。また、図4に示すとおり、
2005年の第1次産業生産額構成比は1.5％、第2次
産業が34％、第3次産業が1995年と変わらず65％
だった。
農業部門の国内生産額は1995年の420億ユーロ
から2005年に390億ユーロと10％近く縮小し、構
成比もやや縮小して1.5％となった。第2次産業
（製造業）では、機械産業と自動車産業の1995年の
構成比がそれぞれ4％、5％ともっとも大きく、化
学産業は3％を占めている。2005年の機械産業構
成比は3％とやや縮小し、自動車産業の構成比が
6％に拡大した。化学産業は3％と変化がなかっ
た。第3次産業（サービス産業）では、不動産サー
ビスの1995年の構成比が8.5％、土木・建設業が
8％ともっとも大きく、次いでその他対事業所
サービス（ビジネスサービス）が6％、行政サービ
ス、社会保険サービス及び卸売がほぼ同じ5％構
成比で横並びとなっている。2005年の不動産サー
ビス業と土木・建設の構成比はそれぞれ8％、5％
に縮小し、その他事業所サービスが7％に拡大し
た。行政サービス、社会保険サービス及び卸売は
それぞれ4％、5％及び4％とやや縮小した。1995
年から2005年の変化で拡大したサービス産業部
門は、その他事業所サービス（6→7％）、金融取
引サービス（0.5％→3％）、社会保険・年金サービ
ス（1.7％→2％）、その他運輸付随サービスなどと
なっている。
（c）自給率の変化
ドイツの1995年の農業部門の自給率は80％と
なっており、2005年には70％とやや縮小した。第
2次産業と第3次産業の自給率はほとんどすべての
産業部門で改善されている。なかでも、機械産業
と自動車産業は1995年から2005年への自給率変化
がそれぞれ150％から180％へ、140％から200％へ
と大幅増となっている。事務機・コンピュータ部
門だけが45％から40％へとやや悪化している。第
3次産業では、卸売が120％から140％へと自給率
が向上し、その他運輸サービスとその他事業所向
けサービスもそれぞれ120％から130％へ、100％
から110％へと拡大した。土木・建設及び不動産
サービスは輸入誘発と輸出誘発が小さい国内需要
依存型産業となっており、その自給率は両年とも
ほぼ100％となっている。
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図3　ドイツの1995年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
図4　ドイツの2005年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
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（ロ）地中海経済圏のスカイライン・チャート
地中海経済システムの典型例としてスペインを
とるかイタリアをとるか、さらにギリシャをとる
かなど、選択肢は広い。しかし、イタリアの1995
年産業連関表が公表されていないため、ここでは
スペインのスカイライン・チャートを対象として
検討を進める。
（a）経済規模
スペインの2005年総需要は2.0兆ユーロ、総輸
出（域内国向けと域外国向けの輸出合計）が2000億
ユーロ、総輸入が2700億ユーロ、1995年総需要は
9300億ユーロ、総輸出が800億ユーロ、総輸入が
970億ユーロとなっている。いずれも名目価格表
記である。
名目価格表記ではあるが、1995年から2005年の
通貨統合の前後の10年間で国内総需要と総輸出が
2倍以上となり、総輸入が3倍近くまで増加してい
る。継続的に入超である。
（b）産業構造（国内生産額構成比）
図5に示すとおり、スペインの1995年の第1次産
業生産額構成比は5％、第2次産業が33％、第3次
産業が62％となっている。また、図6に示すとお
り、2005年の第1次産業生産額は2％強、第2次産
業が増大し、38％となり、第3次産業の構成比は
減少し、60％となった。
農業部門は1995年の330億ユーロから2005年に
430億ユーロと国内生産額が30％増大したが、構
成比は3.6％から2.0％へと縮小した。第2次産業
（製造業）では、化学、自動車、金属加工品、鉄
鋼、機械などの産業部門の1995年の構成比がそ
れぞれ3％、4％、2％、2％、2％と大きい。これ
らの構成比はそれぞれ増大し、2005年には4％、
6％、3％、3％、4％となった。特に自動車産業の
4％から6％、機械産業の2％から4％への拡大が顕
著であった。第3次産業（サービス産業）では、土
木・建設業が1995年に10％ともっとも大きく、次
いでホテル・レストラン業の7％、不動産サービ
スの6％、その他対事業所サービスが4％となって
いる。2005年には、土木・建設とホテル・レスト
ランの構成比がそれぞれ7％と2％へと縮小した。
不動産サービスは6％と変化なく、その他事業所
サービスが6％へと拡大した。公共社会サービス
合計は14％から13％へと縮小した。1995年から
2005年に拡大したサービス産業部門は、その他事
業所サービス（4→6％）、金融取引サービス（0.5％
→2％）などとなっている。ホテル・レストラン業
の7％から2％への縮小は顕著である。
（c）自給率の変化
スペインの1995年の農業部門の自給率は95％と
なっており、意外にも100％を切っている。2005
年にはさらに悪化し、80％となった。第2次産業
と第3次産業の自給率はほとんどすべての産業部
門で顕著に改善された。なかでも、機械、電気機
械及び自動車がそれぞれ80％から170％、80％か
ら140％、130％から190％へと増加した。第3次産
業では、卸売、運輸付帯サービス、その他事業所
サービスの自給率が向上した。
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図5　スペインの1995年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
図6　スペインの2005年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
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（2） 通貨統合による金融、不動産及び宿泊・
運輸付帯・通信サービス産業部門の変化
1999年の通貨統合によるサービス経済部門の国
際化がもっとも進んだと考えられる国としてユー
ロ圏のフランスを取り上げ、非ユーロ圏から英国
を取り上げる。
（イ）フランス
（a）経済規模
フランスの2005年総需要は3.6兆ユーロ、総輸
出（域内国向けと域外国向けの輸出合計）が4200億
ユーロ、総輸入が4400億ユーロ、1995年総需要は
2.3兆ユーロ、総輸出が2500億ユーロ、総輸入が
2500億ユーロとなっている。いずれも名目価格表
記である。
（b）産業構造（国内生産額構成比）
図7に示すとおり、フランスの1995年第1次産
業構成比は4％、第2次産業が29％、第3次産業が
67％である。また、図8に示すとおり、2005年の
第1次産業は2.5％、第2次産業が25.5％、第3次産
業が72％を占めている。
フランスの農業部門の生産額は1995年の670億
ユーロから2005年に710億ユーロとわずかに増大
したが、構成比は3％から2％へと縮小した。第2
次産業（製造業）では、機械、自動車、その他運輸
機械（鉄道、造船など）の構成比がそれぞれ増大
している。化学はほぼ横ばいだった。第3次産業
（サービス産業）の1995年の構成比は、その他対事
業所サービスが8％、不動産サービスが8％と拮抗
し、土木・建設と行政サービスがともに6％、社
会保障サービスと卸売がともに5％、小売と教育
サービスがともに3％だった。金融と保険サービ
スはそれぞれ3％と1％、ホテル・レストランが
2％となっている。2005年の第3次産業構成比は、
その他対事業所サービスが9％、不動産サービス
と土木・建設がともに8.5％へと増加した。一方、
行政サービスは5％へと縮小した。社会保障サー
ビスと卸売りがともに5％、小売と教育サービス
がともに3％と変化なかった。金融と保険サービ
スは3％、1％と変化なく、ホテル・レストラン
は2.5％とわずかに増加した。運輸付帯サービス、
郵便・通信サービス及びコンピュータ・サービス
は1995年の1％からそれぞれ2％へと拡大した。
（c）自給率の変化
フランスの農業部門自給率は1995年、2005年と
もに100％と変化は見られなかった。第2次産業自
給率は、その他運輸機械（航空・宇宙部門等）で高
く、1995年170％、2005年160％だった。両期間
に、石炭・石油製品、その他非鉄金属材料、鉄
鋼、金属加工品などの自給率が低下した。自動車
は105％から110％へと改善された。第3次産業で
は、交通・運輸サービスと運輸付帯サービスの自
給率が高い。金融サービスの自給率は1995年に
100％未満だったが2005年には100％超となった。
逆に保険サービスは100％から90％台へと低下し
た。ホテル・レストランとレクリエーション・
サービスの自給率はいずれも100％だったが、輸
出入による誘発生産額は増加した。教育サービス
は2005年に100％超となった。
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図7　フランスの1995年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
図8　フランスの2005年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
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（ロ）英国
（a）経済規模
英国の2005年総需要は2.6兆ユーロ、総輸出（域
内国向けと域外国向けの輸出合計）が3300億ユー
ロ、総輸入が3700億ユーロ、1995年総需要は1.6
兆ユーロ、総輸出が2000億ユーロ、総輸入が1900
億ユーロとなっている。いずれも名目価格表記で
ある。
（b）産業構造（国内生産額構成比）
図9に示すとおり、英国の1995年第1次産業構
成比は3％、第2次産業が27％、第3次産業が70％
である。また、図10に示すとおり、2005年の第1
次産業は2.6％、第2次産業が17％、第3次産業が
80％を占めている。
英国は農業国であると同時に産油国である。農
業生産は1995年の280億ユーロから2005年に240億
ユーロに減少した。原油・天然ガス生産は1995年
の210億ユーロから2005年に440億ユーロと倍増し
たが、構成比は2％と変化がなかった。第2次産業
（製造業）では、食料品、化学、機械、自動車だけ
でなくすべての構成比がそれぞれ低下した。第3
次産業（サービス産業）の1995年の構成比は、社会
保障サービス生産が7％と最も大きく、土木・建
設、その他対事業所サービスと不動産サービスが
ともに6％、行政サービスと卸売が5％、小売が
4％だった。電力サービス及び教育が3％、ホテ
ル・レストランが2％だった。シティに代表され
る金融と保険サービスはそれぞれ1.5％と2％と意
外に生産規模構成比が小さかった。運輸サービ
ス、同付帯サービス、郵便・通信サービス及びレ
クリエーション・サービスがそれぞれ3％、2％、
2％、3％となっていた。2005年の第3次産業構成
比は、その他対事業所サービスが9％と1.5倍に伸
び、土木・建設が8％、不動産サービスが7％、行
政サービスが6％、教育サービスが4％、ホテル・
レストランが3％へとそれぞれ増加した。一方、
社会保障サービス、卸売、小売と電力はそれぞれ
7％、5％、4％、3％と変化しなかった。金融は
3％と倍増した。一方、保険サービスは2％と変化
がなかった。運輸、同付帯サービス、郵便・通信
サービス及びレクリエーション・サービスはそれ
ぞれ3％、2％、2％、3％となり、大きな変化はな
かった。コンピュータ・サービスは1995年の1％
から3％へと拡大した。
（c）自給率の変化
英国の農業部門自給率は1995年から2005年に
80％から60％に低下した。原油・天然ガスは
130％から80％へと大幅に低下した。第2次産業自
給率は、ほとんどすべての部門で大幅に低下し
た。2005年に製造業で自給率100％を維持してい
るのは印刷とその他運輸機械だけである。第3次
産業の自給率も製造業同様に全体的に低下してい
るが、特に、卸売、運輸・交通サービス、その他
対事業所サービスなどの国内生産規模が大きい
サービス部門で悪化している。金融サービスの
自給率は100％超を維持したが、保険サービスは
100％超から90％台へと低下した。ホテル・レス
トランは自給率90％台と変化がなかったが、輸出
入による誘発生産額は増加した。レクリエーショ
ン・サービスの自給率はほぼ100％だった。
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図9　英国の1995年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
図10　英国の2005年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
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（3）サービス経済化の進展
すでにドイツ、フランス、スペイン、英国のス
カイライン・チャートを検討してきたので、ここ
では経済的にサービス経済化がもっとも立ち遅れ
ていたと考えられるギリシャ、ポルトガル及びイ
タリアを取り上げる。いずれの国も1995年表につ
いては提供されていないか、データに問題がある
ので、検討対象として2005年表を使用する。
（イ）ギリシャ
（a）経済規模
ギリシャの2005年総需要は3600億ユーロ、総輸
出（域内国向けと域外国向けの輸出合計）が330億
ユーロ、総輸入が590億ユーロとなっている。い
ずれも名目価格表記である。
（b）産業構造（国内生産額構成比）
図11及び図12に示すとおり、ギリシャの2005年
第1次産業構成比は5％、第2次産業19％、第3次産
業76％である。
ギリシャは農業国であると同時に海運国であ
る。2005年の農業生産は130億ユーロ、海運サー
ビスは142億ユーロである。第2次産業（製造業）で
は、食料品、石炭・石油製品が大きく、化学、金
属、機械、電気機械、自動車産業は小さい。第
3次産業（サービス産業）の2005年の構成比は、土
木・建設が9％ともっとも大きく、不動産サービ
スが8％、卸売、ホテル・レストラン、行政サー
ビスがともに7％とほぼ同じ規模となっている。
次いで小売が5％、海運サービスが4％と続いてい
る。
（c）自給率の変化
ギリシャの自給率は海運サービスだけが突出し
て1900％と異常に高く、その他の産業部門はすべ
て自給率100％未満である。
（d）ギリシャ産業構造の課題
海運サービス業以外のほとんどすべての産業部
門で自給率がかなり低いことがギリシャの最大の
課題である。
農業が90％と健闘しているものの、食料品は
80％台の自給率にとどまっており、電力生産の自
給率が60％台、不動産サービス、卸・小売サービ
スなどの自給率が100％に届いていないことから、
国民が日常生活をするだけで大幅な貿易赤字とな
る産業構造となっている。
金融サービス、保険サービス、その他対事業所
サービスなどについても80％～ 70％台の自給率
に留まっており、より高度な産業取引を展開すれ
ばするほど貿易赤字を誘発する体質となってい
る。
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図11　ギリシャの2005年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
図12　ギリシャの2005年スカイライン・チャート（海運サービスを除く）
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
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（ロ）ポルトガル
（a）経済規模
ポルトガルの2005年総需要は3300億ユーロとギ
リシャよりやや小さい。総輸出（域内国向けと域
外国向けの輸出合計）が370億ユーロ、総輸入が
540億ユーロとなっている。いずれも名目価格表
記である。
（b）産業構造（国内生産額構成比）
図13及び図14に示すとおり、ポルトガルの2005
年第1次産業構成比は3％、第2次産業26％、第3次
産業71％である。
ポルトガルは軽工業と運輸・交通サービスが強
い競争力を有している。2005年の農業生産は75億
ユーロと振るわない。第2次産業（製造業）では、
食料品、繊維から紙パルプ産業までの生活関連産
業の生産規模は380億ユーロとなっている。金属、
機械、電気機械、自動車産業は小さい。第3次産
業（サービス産業）の2005年の構成比は、土木・建
設が10％ともっとも大きく、その他対事業所サー
ビスが7％で続いている。不動産サービスが6％、
卸売、行政サービス、社会保険サービスがとも
に5％とほぼ同じ規模となっている。金融、保険
サービスがそれぞれ5％、1％を占めているが、金
融サービスは教育サービスの5％よりやや小さい。
（c）自給率の変化
ポルトガルの自給率は、生活関連産業と運輸
サービスだけが100％超となっており、その他の
産業部門はすべて自給率100％未満である。特に、
化学、機械・金属などの重工業部門での自給率が
25％～ 80％と低い。食料品産業の自給率も80％
と低い。
（d）ポルトガル産業構造の課題
化学、機械・金属、自動車などの重工業の自給
率がかなり低いことがポルトガルの産業構造上の
最大の課題であるが、食料品産業の自給率の改善
も政策課題となる。
ただし、金融サービス、保険サービス、その他
対事業所サービスなどについては90％台の自給率
となっており、ホテル・レストラン、郵便・通信
サービスの自給率が100％であることを含めて、
この国がより高度な産業取引を展開することに
よって経済発展する可能性を秘めていると期待で
きる。
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図13　ポルトガルの2005年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
図14　ポルトガルの2005年スカイライン・チャート（非鉄金属鉱石部門を除く）
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
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（ハ）イタリア
（a）経済規模
イタリアの2005年総需要は3.2兆ユーロである。
フランスの3.6兆ユーロに続き、英国の2.6兆ユー
ロより大きい。地中海最大の経済規模である。総
輸出（域内国向けと域外国向けの輸出合計）が3400
億ユーロ、総輸入が3600億ユーロとなっている。
いずれも名目価格表記である。
（b）産業構造（国内生産額構成比）
図15に示すとおり、イタリアの2005年第1次産
業構成比は2％、第2次産業32％、第3次産業66％
となっている。
イタリアは繊維、アパレル、家具などの生活用
品産業に強い国際競争力を有する。その一方で、
化学、鉄鋼などの重工業では弱いと考えられるこ
とが多いが、産業構造を見ればわかるとおり、実
際には、ゴム、その他材料、金属加工、機械など
の分野では強い国際競争力を維持している。2005
年の農業生産は530億ユーロ、構成比は2％であ
る。第2次産業（製造業）では、機械、金属加工、
化学などの生産規模が大きい。印刷、家具製造業
の構成比がそれぞれ1％、2％を占める。繊維、ア
パレル、皮加工産業がそれぞれ2％、1％、1％と
なっている点もイタリア製造業の産業構造の特徴
である。自動車の生産額規模は家具製造とほぼ
同じ2％程度である。第3次産業（サービス産業）
の2005年の構成比は、土木・建設サービスと不
動産サービスがともに7％、卸売とその他対事業
所サービスがともに6％などとなっている。行政
サービス、社会保険サービスがともに4％とほぼ
同じ規模となっている。金融、保険サービスがそ
れぞれ4％、1％を占めているが、金融サービスは
教育サービスの4％よりやや大きい。ホテル・レ
ストランは3.4％規模と電力サービスの2％より大
きい。
（c）自給率
イタリアの産業部門別自給率は、生活関連産
業、ゴム、その他原料、機械・金属、電気機械、
家具などの伝統的産業で120％～ 150％となって
おり、強い競争力を保持している。しかし、農
業と食料品製造業は80％～ 95％の自給率に留
まっている。化学と自動車部門の自給率が80％～
75％と低い。印刷・出版の自給率が100％を超え
ている点は歴史的要因だと考えられる。第3次産
業では、卸売、運輸付帯サービス、その他対事業
所サービスなどの自給率が100％を超えており、
コンピュータ関連サービス、レクレーション、電
力などの自給率が100％未満となっている。
（d）イタリア産業構造の課題
農業、食料品、化学、自動車、電力といった分
野での自給率が低いが、伝統的な家具、アパレル
などの産業分野の自給率が高く、その他対事業所
サービス、卸売、運輸サービスなどでも自給率が
100％超となっているので、垂直的な業種間国際
分業関係が歴史的に近隣国との間に成立している
ことを窺わせる。
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6．分析と考察
（1）ラインアルプス経済圏と地中海経済圏の比較
ラインアルプス経済圏に属する図3と図4のドイ
ツ産業構造の1995年から2005年までの変化と、地
中海経済圏に属する図5と図6のスペイン産業構造
の同時期の変化を比較すれば、図6の2005年のス
ペイン産業構造がドイツ産業構造のスカイライン
に類似してきていることに驚かされる。
図5の1995年のスペインの産業構造が図9又は図
10に掲げる英国の産業構造に類似していること
を思い起こせば、スペインがEURO圏に参加し、
EU市場統合に積極的に参加した結果として、ス
ペインの産業構造がドイツ型に変化したと考える
ことも可能である。
ドイツの産業構造の特徴は、農業から製造業、
サービス産業までフルセットでいずれも高い自給
率を実現している点にある。つまり、同じ産業
部門の中で「国際工程間分業」、「国際サプライ・
チェーン」を形成する方向の水平分業型経済シス
テムである。このようなドイツ型に近い産業構造
へとスペイン経済が2005年までに変化したと理解
できる。
従来の国際経済学で指摘されてきた産業間の国
際分業（Division of Labour）は、英国の産業構造
に見られるように時間とともに輸出産業の主役が
変化する形態であったと言えよう。
英国型の産業構造の特徴は、国際競争力を失っ
た産業からより国際競争力の強い産業への急速な
生産要素の転換と集中にある。このような産業構
造の特定産業への集中化の結果、新興工業国の追
い上げの影響を受けやすい第2次産業のウェイト
が急速に失われ、その自給率が低下していったと
考えられる。
スペインの1995年の産業構造がこうした英国型
の産業構造に近い形態をとっており、ポルトガ
図15　イタリアの2005年スカイライン・チャート
（注）スカイライン・チャートの計算と描画に、宇多（2003）のRay2-jを使用した。
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ル、ギリシャの2005年の産業構造も類似の英国型
国際分業形態を示している。
とすれば、スペイン、ポルトガル、ギリシャな
どの地中海経済システムは、ミッシェル・アル
ベールが指摘した「アングロ・サクソン型」経済シ
ステムに他ならなかったと言えるのではなかろう
か。
以上の分析から、ドイツのようなラインアルプ
ス経済は、貿易自由化によって、それまでアング
ロ・サクソン型の産業構造を有していた他国にお
いても実現可能であり、より細かい商品、産業部
門での国際的な同一業種内分業形成の結果として
実現されると言えよう。
すなわち、EUの単一市場統合、通貨統合など
による経済統合は「アングロサクソン型」の垂直分
業ではなく、ミシェル・アルベールの言う「ライ
ンアルプス型」の国際水平分業を促し、その結果、
大陸経済圏を拡大したと考えられよう。
（2）通貨統合の産業構造への影響
図7と図8に示すフランスの産業構造の変化と図
9と図10に示す英国の産業構造の変化を対比して
より詳細に観察すれば、対事業所サービス、不動
産サービス、土木・建設、ホテル・レストラン及
びコンピュータサービスの5部門が両国において
伸びたことがわかる。一方、フランスで増加して
英国では増加しなかった部門として運輸付帯サー
ビス、郵便通信サービスの2部門を指摘できる。
逆に、英国で増加してフランスで増加しなかった
部門は、行政サービス、教育サービス、金融サー
ビスの3部門だった。
これらの結果を通貨統合との関係で合理的に説
明できる仮説の提示は困難である。
このことから、国際分業関係の進展は、相手国
がEURO圏の国かそうでないかという要因より、
他の要因によって決定されると考えることが合理
的であると考えられよう。
（3）サービス経済化の進展
本報告で検討対象とした7ヶ国のうち、もっ
ともサービス経済化が進展していた国は、英国
（2005年80％）だった。次いで、ギリシャ（2005年
76％）、フランス（2005年72％）、ポルトガル（2005
年71％）、イタリア（2005年66％）、ドイツ（2005年
65％）、スペイン（2005年60％）となった。
1995年から2005年までの10年間でサービス産業
の割合が最も増加した国は、英国（10％）だった。
次いで、フランス（5％）となり、ドイツ（0％）、ス
ペイン（－2％）は、横ばいかマイナスとなった。
このことから、サービス経済化が急速に進展し
た英国においては、産業間の生産要素の再配分
（調整）が10年間に進んだと考えられ、アングロサ
クソン型経済システムの有する産業間調整の効率
性が指摘できる。一方、スペインは1995年にアン
グロサクソン型産業構造だった経済システムが市
場統合、通貨統合に積極的に参加したことで2005
年までにドイツ型の産業構造に転換し、その結果
としてサービス産業の割合が62％から60％へと縮
小することとなったと考えられる。ドイツのサー
ビス産業の比率は10年間で変化しなかった。フラ
ンスは5％サービス経済化が進み、アングロサク
ソン型とラインアルプスの中間型を形成しつつあ
るように見える。
7．国別のまとめ
ドイツ：歴史的、地理的な生産要素の賦存量を
最大限に活かし、農業から製造業、サービス産業
まですべての産業部門で相対的に高い自給率を実
現している。良永の指摘した近隣のチェコ、オー
ストリア、スロバキアなどとの密接な貿易関係の
構築だけでなく、イタリアとの間にも分業関係の
発展がある。
フランス：東のドイツ、北の英国、南のスペ
イン・イタリアに取り巻かれ、農業から製造業、
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サービス産業のすべての産業部門で高い国際競争
に曝され続けている。その結果、ラインアルプス
型の工程間分業を拡大する方向と同時にアングロ
サクソン型（地中海型でもある）の国際競争力の強
い産業（その他運輸機械、対事業所サービスなど）
に特化・集中していく傾向も併せ持つと言えよ
う。
スペイン：歴史的にラインアルプス経済圏との
交易が必ずしも盛んでなかったと考えられ、それ
までアングロサクソン型の産業構造の単純化・集
中化が生じていた。近年の貿易自由化、通貨統合
に伴って急速にその工業化が進み、貿易の内容が
垂直的な産業間貿易から水平的な工程間分業へと
変化した。その結果、より豊かな生産要素を求め
て化学、自動車などのEUとして国際競争力の強
い部門へ、海外からの投資が行われることとな
り、産業構造が水平貿易に近いサプライ・チェー
ン型、つまりラインアルプス型へと変化した。
イタリア：ドイツ、フランスといったラインア
ルプス経済圏地域との間で工業部門での分業化
（専門化）が歴史的に形成されてきた結果、製造
業、サービス産業ともアングロサクソン型の垂直
型国際分業が進んだと考えられる。
ポルトガル：スペインとの経済関係の結びつき
が強く、独自の産業構造の形成が遅れたと考えら
れる。その結果、化学、機械、金属、自動車など
の近代的な産業部門が育たなかった。今後、対事
業者サービス業などへの海外からの投資が見込め
れば発展が期待できる。
ギリシャ：海運サービス業以外のほとんどすべ
ての産業部門で自給率がかなり低く、農業、食料
品、電力の自給率が低調なため、国民生活が貿易
赤字を生み出す産業構造となっている。さらに悪
いことに、より高度な対事業所サービスなどの産
業間取引を展開すればするほど貿易赤字を誘発す
る体質となっている。
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